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１ 地価公示制度の概要 

地価公示は、国土交通省土地鑑定委員会が毎年１回標準地の正常な価格を公示し、一般

の土地取引価格に対して指標を与えるとともに、公共事業用地の取得価格算定の規準とさ

れている。また、国土利用計画法に基づく土地取引の規制では、土地価格算定の規準とさ

れる等により、適正な地価の形成に寄与することを目的としている。 

(1) 対象区域（公示区域） 

地価公示は、「都市計画区域その他の土地取引が相当程度見込まれるものとして国土交

通省令で定める区域（国土利用計画法（昭和 49 年法律第 92 号）第１２条第１項の規定

により指定された規制区域を除く。）」において実施することとされている（地価公示法

（昭和 44年法律第 49 号）第２条第１項）。 

(2) 価格の判定 

公示されるのは、毎年１月１日における標準地の１㎡当たりの正常な価格である。 

※ 「正常な価格」とは、市場性を有する不動産について、合理的な市場で形成されるで

あろう市場価値を適正に表示する価格、即ち、売り手にも買い手にもかたよらない客

観的な価値を表したものである。 

表１ 地価公示・地価調査制度比較表（参考） 

区 分 地価公示制度 地価調査制度 

目 的 選定された標準地の正常価格を公

示することにより、一般の土地取引

価格に対し指標を与え、また公共事

業用地の取得価格算定の規準とされ

る等、適正な地価の形成に寄与する。 

地価公示制度の拡充整備と国土利

用計画法の円滑な施行を図る。 

根 拠 法 令 地価公示法 国土利用計画法施行令第９条 

評 価 時 点 毎年１月１日 毎年７月１日 

公 示 日 ３月１９日（令和２年） ９月２０日（令和元年） 

対 象 区 域 都市計画区域その他の土地取引が

相当程度見込まれるものとして国土

交通省令で定める区域 

（地価公示法第２条第１項） 

県内全域 

実 施 主 体 国土交通省土地鑑定委員会 都道府県知事 

地点の名称 標準地 基準地 
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２ 三重県の令和２年地価公示の実施状況 

(1) 地価公示対象市町は２５市町（１４市１１町）あり、標準地設定数は４３２地点で

ある。 

表２ 地価公示対象市町及び標準地数一覧表 

市  名 地 点 数 郡  名 町  名 地 点 数 

津  市 

四日市市 

伊 勢 市 

松 阪 市 

桑 名 市 

鈴 鹿 市 

名 張 市 

尾 鷲 市 

亀 山 市 

鳥 羽 市 

熊 野 市 

いなべ市 

志 摩 市 

伊 賀 市 

６８ 

１０１ 

１８ 

３２ 

４９ 

４３ 

７ 

５ 

８ 

５ 

５ 

９ 

１２ 

２８ 

桑 名 郡 

員 弁 郡 

三 重 郡 

多 気 郡 

度 会 郡 

北牟婁郡 

南牟婁郡 

木曽岬町 

東 員 町 

菰 野 町 

朝 日 町 

川 越 町 

多 気 町 

明 和 町 

玉 城 町 

南伊勢町 

紀 北 町 

御 浜 町 

３ 

５ 

７ 

４ 

５ 

２ 

４ 

３ 

３ 

２ 

２ 

市 計 ３９０ 町 計 ４０ 

小 計  ４３０ 

林 地 ２ 

合 計 ４３２ 

(2) 用途別の標準地設定数は次のとおりである。 

表３ 用途別標準地数 ※(   )書きは継続地点数 

区 分 住宅地 
宅 地 
見込地 

商業地 工業地 林 地 合 計 

３１年 ２９３ ３ １１０ ２４ ２ ４３２ 

 ２ 年 
２９３ 

（２９１） 

３ 

（３） 

１１０ 

（１１０） 

２４ 

（２４） 

２ 

（２） 

４３２ 

（４３０） 
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(3) 価格の判定 

各標準地について、２名の不動産鑑定士が鑑定評価を行い、その結果を国土交通省

土地鑑定委員会が審査調整して判定。 

なお、県内の標準地については、３８名の不動産鑑定士が鑑定評価に従事した。 

代 表 幹 事  片岡 浩司 （株式会社片岡不動産鑑定） 

〒514-0008 津市上浜町五丁目 1番地 92 

℡ 059(221)1212 

第１分科会幹事  瀬古 博之 （マルセ産業株式会社） 

〒510-0018 四日市市白須賀 1丁目 11番 26 号 

℡ 059(331)8123 

第２分科会幹事  代表幹事に同じ 

第３分科会幹事  磯部 雄一 （株式会社三交不動産鑑定所本部） 

〒514-0033 津市丸之内 9番 18 号 津丸の内ビル 6階 

℡ 059(226)4611 

分科会名 分科会幹事名 区 域 

三重 第１ 

１５名 

三重 第２ 

１３名 

三重 第３ 

１０名 

瀬古 博之 

片岡 浩司 

磯部 雄一 

四日市市、桑名市、いなべ市、木曽岬町、東員町、菰野町、

朝日町、川越町 

津市、鈴鹿市、名張市、亀山市、伊賀市 

伊勢市、松阪市、尾鷲市、鳥羽市、熊野市、志摩市、 

多気町、明和町、玉城町、南伊勢町、紀北町、御浜町 
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３ 令和２年地価公示の概要 

令和２年３月 

国土交通省土地・建設産業局 

地価調査課作成資料の抜粋 

（１）地価変動率の推移 

（単位：％）

２８公示 ２９公示 ３０公示 ３１公示 ２公示 ２８公示 ２９公示 ３０公示 ３１公示 ２公示

▲ 0.2 0.0 0.3 0.6 0.8 0.9 1.4 1.9 2.8 3.1

0.5 0.5 0.7 1.0 1.1 2.9 3.3 3.9 5.1 5.4

0.6 0.7 1.0 1.3 1.4 2.7 3.1 3.7 4.7 5.2

0.1 0.0 0.1 0.3 0.4 3.3 4.1 4.7 6.4 6.9

0.8 0.6 0.8 1.2 1.1 2.7 2.5 3.3 4.7 4.1

▲ 0.7 ▲ 0.4 ▲ 0.1 0.2 0.5 ▲ 0.5 ▲ 0.1 0.5 1.0 1.5

▲ 1.7 ▲ 1.6 ▲ 1.4 ▲ 1.0 ▲ 0.7 ▲ 1.5 ▲ 1.6 ▲ 1.3 ▲ 0.8 ▲ 0.4

２８公示 ２９公示 ３０公示 ３１公示 ２公示 ２８公示 ２９公示 ３０公示 ３１公示 ２公示

0.0 0.3 0.8 1.3 1.8 0.1 0.4 0.7 1.2 1.4

0.9 1.0 1.5 1.9 2.4 1.1 1.1 1.5 2.0 2.1

1.6 1.8 2.3 2.4 3.0 1.1 1.3 1.7 2.2 2.3

0.4 0.6 1.3 2.0 2.8 0.8 0.9 1.1 1.6 1.8

0.1 0.1 0.2 0.6 0.7 1.3 1.1 1.4 2.1 1.9

▲ 0.9 ▲ 0.4 0.2 0.8 1.1 ▲ 0.7 ▲ 0.3 0.0 0.4 0.8

▲ 2.2 ▲ 1.8 ▲ 1.3 ▲ 0.7 ▲ 0.2 ▲ 1.7 ▲ 1.6 ▲ 1.4 ▲ 1.0 ▲ 0.6

大阪圏

名古屋圏

地方圏

三重県

工業地 全用途

全国

三大都市圏

東京圏

名古屋圏

地方圏

三重県

大阪圏

住宅地 商業地

全国

三大都市圏

東京圏

（２）半年毎の地価変動率の推移

前半 後半 前半 後半 前半 後半 前半 後半

0.6 0.8 0.8 0.8 1.9 2.4 2.3 2.5

0.6 0.7 0.7 0.7 2.7 3.3 3.2 3.3

0.8 0.9 0.9 0.8 2.5 3.0 2.8 3.1

0.2 0.3 0.4 0.4 3.5 4.9 4.9 4.7

0.7 1.0 0.7 0.9 2.1 2.0 1.9 2.0

0.7 0.8 0.8 0.9 1.1 1.4 1.3 1.5

▲ 0.4 ▲ 0.3 ▲ 0.3 ▲ 0.1 ▲ 0.1 0.0 0.0 0.1

住宅地 商業地

３１年公示 ２年公示 ３１年公示 ２年公示

三重県

全国

三大都市圏

東京圏

大阪圏

名古屋圏

地方圏

※ 都道府県地価調査（毎年 7月 1日時点実施）との共通地点での集計である。 

※ ２年公示前半：H31.1.1～R 元.7.1 の変動率  ２年公示後半：R元.7.1～R2.1.1 の変動率 

平成３１年１月以降の１年間の地価について 

○全国平均では、住宅地は３年連続、商業地は５年連続、工業地は４年連続の上昇となり、

いずれも上昇基調を強めている。

○三大都市圏をみると、住宅地・商業地・工業地のいずれも各圏域で上昇が継続し、東京

圏と大阪圏では上昇基調を強めている。

○地方圏をみると、住宅地は２年連続、商業地・工業地は３年連続の上昇となり、いずれ

も上昇基調を強めている。
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（３）上昇・横ばい・下落の地点数の推移 

（単位：地点）

上昇 横ばい 下落 上昇 横ばい 下落 上昇 横ばい 下落

8,041 3,749 6,376 3,751 971 1,683 12,445 5,014 8,216

(44%) (21%) (35%) (59%) (15%) (26%) (48%) (20%) (32%)

7,576 3,756 6,714 3,531 1,006 1,789 11,683 5,068 8,715

(42%) (21%) (37%) (56%) (16%) (28%) (46%) (20%) (34%)

6,809 4,060 7,317 3,276 1,090 2,039 10,568 5,472 9,665

(37%) (22%) (40%) (51%) (17%) (32%) (41%) (21%) (38%)

4,770 2,000 1,998 2,289 285 158 7,461 2,384 2,182

(54%) (23%) (23%) (84%) (10%) (6%) (62%) (20%) (18%)

4,608 2,045 2,059 2,225 316 170 7,197 2,475 2,269

(53%) (23%) (24%) (82%) (12%) (6%) (60%) (21%) (19%)

4,258 2,305 2,228 2,149 373 211 6,729 2,810 2,512

(48%) (26%) (25%) (79%) (14%) (8%) (56%) (23%) (21%)

2,892 1,065 995 1,365 127 90 4,455 1,224 1,092

(58%) (22%) (20%) (86%) (8%) (6%) (66%) (18%) (16%)

2,883 1,024 1,012 1,356 132 91 4,424 1,193 1,114

(59%) (21%) (21%) (86%) (8%) (6%) (66%) (18%) (17%)

2,770 1,082 1,110 1,329 153 102 4,277 1,279 1,226

(56%) (22%) (22%) (84%) (10%) (6%) (63%) (19%) (18%)

990 710 813 546 87 37 1,673 836 861

(39%) (28%) (32%) (81%) (13%) (6%) (50%) (25%) (26%)

881 781 845 519 102 42 1,523 933 899

(35%) (31%) (34%) (78%) (15%) (6%) (45%) (28%) (27%)

759 870 896 488 128 54 1,352 1,053 978

(30%) (34%) (35%) (73%) (19%) (8%) (40%) (31%) (29%)

888 225 190 378 71 31 1,333 324 229

(68%) (17%) (15%) (79%) (15%) (6%) (71%) (17%) (12%)

844 240 202 350 82 37 1,250 349 256

(66%) (19%) (16%) (75%) (17%) (8%) (67%) (19%) (14%)

729 353 222 332 92 55 1,100 478 308

(56%) (27%) (17%) (69%) (19%) (11%) (58%) (25%) (16%)

3,271 1,749 4,378 1,462 686 1,525 4,984 2,630 6,034

(35%) (19%) (47%) (40%) (19%) (42%) (37%) (19%) (44%)

2,968 1,711 4,655 1,306 690 1,619 4,486 2,593 6,446

(32%) (18%) (50%) (36%) (19%) (45%) (33%) (19%) (48%)

2,551 1,755 5,089 1,127 717 1,828 3,839 2,662 7,153

(27%) (19%) (54%) (31%) (20%) (50%) (28%) (19%) (52%)

80 41 170 38 15 57 124 68 236

(27%) (14%) (58%) (35%) (14%) (52%) (29%) (16%) (55%)

56 43 192 29 18 60 85 70 270

(19%) (15%) (66%) (27%) (17%) (56%) (20%) (16%) (64%)

36 30 225 22 13 72 58 43 324

(12%) (10%) (77%) (21%) (12%) (67%) (14%) (10%) (76%)

商業地 全用途

三大都市圏

３０年公示

東京圏

大阪圏

名古屋圏

地方圏

三重県

２年公示

３１年公示

３０年公示

２年公示

３１年公示

３１年公示

３０年公示

２年公示

３１年公示

３０年公示

住宅地

３１年公示

３０年公示

２年公示

３１年公示

３０年公示

２年公示

全国

２年公示

３０年公示

３１年公示

２年公示

※「三大都市圏」とは、東京圏、大阪圏、名古屋圏をいう。 

「東京圏」とは、首都圏整備法による既成市街地及び近郊整備地帯を含む市区町の区域をいう。 

「大阪圏」とは、近畿圏整備法による既成都市区域及び近郊整備区域を含む市町村の区域をいう。 

「名古屋圏」とは、中部圏開発整備法による都市整備区域を含む市町村の区域をいう。 

「地方圏」とは、三大都市圏を除く地域をいう。 
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４ 三重県の地価動向について 

(1) 概況 

ア 用途別平均変動率 

全用途では▲0.6%（前年▲1.0%）と下落率は前年より小さくなった。 

住宅地では▲0.7%（前年▲1.0%）、商業地では▲0.4%（前年▲0.8%）となり、住宅

地、商業地とも平成５年から２８年連続の下落となった。 

工業地では▲0.2%（前年▲0.7%）となり、平成６年から２７年連続の下落となっ

た。 

今回の地価公示では、すべての用途で下落率が前年より小さくなった。（表４） 

表４ 三重県の用途別対前年平均変動率 ※（  ）は平成３１年平均変動率 

イ 住宅地 

県平均変動率▲0.7%(前年▲1.0%)に対して、木曽岬町▲2.9%(前年▲3.6%)をはじ

め、鳥羽市▲2.4%(前年▲3.4%)、南伊勢町▲2.4%(前年▲3.0%)、紀北町▲2.4%(前年

▲3.4%)、熊野市▲2.2%(前年▲3.0%)、尾鷲市▲2.1%(前年▲3.2%)、御浜町▲2.1%(前

年▲2.8%)、名張市▲2.0%(前年▲2.4%)、志摩市▲2.0%(前年▲2.6%)、伊賀市 

▲2.0%(前年▲2.5%)が大きな下落率を示した。 

一方、川越町が 0.3%(前年 0.1%)、朝日町が 0.2%(前年 0.0%)、四日市市が 0.1%(前

年▲0.1%)の上昇となった。 

継続地点２９１地点のうち、１７０地点（前年１９２地点）で下落し、上昇地点

は８０地点（前年５６地点）、横ばい（変動率ゼロ）地点は４１地点（前年４３地点）

となった。 

上昇８０地点は、津市の１２地点（津－１８ 大谷町 2.7% 等）、四日市市の３１

地点（四日市－６ 赤堀新町 1.7% 等）、桑名市の１９地点（桑名－１２ 汐見町２

丁目 1.8% 等）、鈴鹿市の８地点（鈴鹿－３１ 江島町 0.5% 等）、菰野町の４地点

（菰野－５ 大字菰野 0.3% 等）、朝日町の３地点（三重朝日－４ 白梅の丘東２丁目 

0.8% 等）、川越町の３地点（三重川越－３ 大字北福崎 0.4% 等）で、横ばい４１地

点は、津市の８地点（津－２ 上浜町１丁目 等）、四日市市の１２地点（四日市－

９ 高浜町 等）、桑名市の４地点（桑名－４ 大字蓮花寺 等）、鈴鹿市の１３地点

（鈴鹿－１ 矢橋２丁目 等）、亀山市の１地点（亀山－２ みずほ台）、いなべ市の

１地点（いなべ－４ 員弁町石仏）、東員町の１地点（東員－４ 城山１丁目）、菰野

町の１地点（菰野－２ 大字潤田）である。 

区 分 住宅地 宅地見込地 商業地 工業地 全用途 

平均変動率 

（％） 

▲0.7 

（▲1.0） 

▲1.0 

（▲1.6） 

▲0.4 

（▲0.8） 

▲0.2 

（▲0.7） 

▲0.6 

（▲1.0） 
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桑名市、四日市市、津市では、高台地や最寄り駅に近い等の居住環境のよい住宅

地を中心に宅地需要が引き続き堅調で、地価の上昇、横ばい地点が増加した。 

また、鈴鹿市では、堅調な地元自動車産業を背景に地価の上昇地点が増加したほ

か、松阪市でも生活利便性が高い住宅地で下げ止まり傾向が見られるなど、北勢・

中勢方面だけでなく、中南勢方面にかけても地価の下げ止まり傾向が広がっている。 

その他、都市郊外及び東紀州方面では、少子高齢化や過疎化により宅地需要の減

少が続いているが、利便性の高いエリアでは、地価の下落率は全体的に縮小傾向を

示している。 

一方で、震災による津波懸念から引き続き沿岸部を中心に宅地需要の低迷が続い

ており、都市部でも地価の下落が大きな地点が見られた。（津－４ 津興 等） 

ウ 商業地 

県平均変動率▲0.4%(前年▲0.8%)に対して、南伊勢町▲2.8%(前年▲3.7%)をはじ

め、志摩市▲2.7%(前年▲3.3%)、尾鷲市▲2.5%(前年▲3.0%)、熊野市▲2.5%(前年 

▲3.2%)、名張市▲2.4%(前年▲2.5%)、鳥羽市▲2.2%(前年▲3.0%)、伊賀市▲2.2%(前 

年▲2.6%)、明和町▲2.1%(前年▲2.8%)が大きな下落率を示した。 

一方、四日市市が 1.2%(前年 0.8%)、桑名市が 0.6%(前年 0.4%)、伊勢市が 0.4%(前

年▲1.1%)、菰野町が 0.2%(前年 0.0%)の上昇となった。 

 継続地点１１０地点のうち、５７地点（前年６０地点）で下落し、上昇地点は 

３８地点（前年２９地点）、横ばい（変動率ゼロ）地点は１５地点（前年１８地点）

となった。 

上昇３８地点は、津市の２地点（津５－３ 羽所町 0.4% 等）、四日市市の２５地

点（四日市５－１ 諏訪栄町 3.4% 等）、伊勢市の２地点（伊勢５－３ 宇治今在家

町 6.0% 等）、桑名市の７地点（桑名５－１ 末広町 2.1% 等）、鈴鹿市の１地点 

（鈴鹿５－７ 安塚町 0.2%）、菰野町の１地点（菰野５－１ 大字宿野 0.2%）で、

横ばい１５地点は、津市の７地点（津５－１ 桜橋２丁目 等）、四日市市の２地点

（四日市５－１２ 富州原町 等）、松阪市の２地点（松阪５－４ 京町１区 等）、鈴

鹿市の４地点（鈴鹿５－２ 南江島町 等）である。 

近鉄四日市駅、桑名駅前や津駅を中心とする商業地域では、繁華性に加え、マン

ション用地としての需要も増加し、引き続き地価の上昇が見られ、駅周辺部へも地

価の下げ止まり、または反転傾向が広がっている。 

また、伊勢神宮内宮・外宮に近い商業地（伊勢５－３ 宇治今在家町、伊勢５－２ 

本町）については、式年遷宮以降も根強い集客力を維持しているほか、改元効果に

よる参拝客の増加もあって、地価は高い上昇率を示した。 

なお、地価下落が進んできた南勢、東紀州方面でも、集客が期待できる各地域内

の中心エリア等では、全体的に下落率の縮小傾向が見られる。 
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エ 工業地 

県平均変動率▲0.2%(前年▲0.7%)に対して、松阪市▲1.3%(前年▲1.9%)をはじめ、

津市▲0.9%(前年▲1.5%)、伊賀市▲0.9%(前年▲1.5%)が大きな下落率を示した。 

一方、川越町が 0.4%(前年 0.0%)、四日市市が 0.2%(前年▲0.2%)、鈴鹿市が 0.2% 

(前年▲0.2%)の上昇となった。また、桑名市が 0.0%(前年▲0.4%)と横ばいになっ

た。 

継続地点２４地点のうち、７地点（前年１５地点）で下落し、上昇地点は６地点

（前年０地点）、横ばい（変動率ゼロ）地点は１１地点（前年９地点）となった。 

上昇６地点は、四日市市の４地点（四日市９－４ 上海老町 0.5% 等）、鈴鹿市の

１地点（鈴鹿９－１ 国府町 0.6%）、川越町の１地点 (三重川越９－１ 大字亀崎新田

0.4%)で、横ばい１１地点は、津市の１地点（津９－３ 新家町）、四日市市の６地点

（四日市９－１ 河原田町 等）、桑名市の２地点（桑名９－１ 大字安永 等）、鈴鹿

市の２地点（鈴鹿９－２ 南玉垣町 等）である。 

新名神の開通、中勢バイパスの供用開始等により、北・中部方面を中心に地価は

大きく改善し、下げ止まり傾向が広がっている。 

特に、内陸部の高速道路インターに近いエリアについては需要が高い。 

臨海部は、大規模震災による液状化懸念等もあって、中南部方面で下落が続くエ

リアもあるが、名古屋港に近い北部では需要も堅調で、下げ止まりまたは反転傾向

が広がっている。 
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(2) 全国及び近接県との比較 

ア 住宅地 

① 全国の住宅地の平均変動率は０．８％（前年０．６％）であり、３年連続の上昇とな

り、上昇率も２年連続で拡大した。 

近接県との比較は次のとおりである。 

三重県 ▲０．７％（３７位） 

愛知県  １．１％（ ９位）  岐阜県  ▲０．８％（３９位） 

静岡県 ▲０．７％（３７位）  奈良県  ▲０．６％（３３位） 

滋賀県 ▲０．８％（３９位）  京都府   ０．７％（１２位） 

大阪府  ０．４％（１５位）  和歌山県 ▲１．２％（４７位） 

② 全国及び三大都市圏の状況との比較については、表７、図２のとおりである。

イ 商業地 

① 全国の商業地の平均変動率は３．１％（前年２．８％）であり、５年連続の上昇とな

り、上昇率も４年連続で拡大した。 

近接県との比較は次のとおりである。 

三重県 ▲０．４％（３２位） 

愛知県 ４．１％（ ８位）  岐阜県  ▲０．３％（２７位） 

静岡県 ０．１％（２３位）  奈良県  １．５％（１６位） 

滋賀県 ０．７％（２０位）  京都府  ８．１％（ ２位） 

大阪府 ７．７％（ ３位）  和歌山県 ▲０．９％（４４位） 

② 全国及び三大都市圏の状況との比較については、表８、図３のとおりである。

ウ 工業地 

① 全国の工業地の平均変動率は１．８％（前年１．３％）であり、４年連続の上昇となり、

上昇率も３年連続で拡大した。 

近接県との比較は次のとおりである。 

三重県 ▲０．２％（３９位） 

愛知県  ０．７％（２４位）  岐阜県  ▲０．１％（３４位） 

静岡県  ０．１％（３１位）  奈良県 １．７％（１４位） 

滋賀県  １．２％（１７位）  京都府 ５．６％（ ３位） 

大阪府  ２．２％（１０位）  和歌山県 ▲０．９％（４７位） 

② 全国及び三大都市圏の状況との比較については、表９、図４のとおりである。

※「三大都市圏」とは、東京圏、大阪圏、名古屋圏をいう。 

・「東京圏」とは、首都圏整備法による既成市街地及び近郊整備地帯を含む市区町の区域をい

う。 

・「大阪圏」とは、近畿圏整備法による既成都市区域及び近郊整備区域を含む市町村の区域を

いう。 

・「名古屋圏」とは、中部圏開発整備法による都市整備区域を含む市町村の区域をいう。 

（三重県では、四日市市、桑名市、いなべ市、木曽岬町、東員町、朝日町、川越町が名古

屋圏に含まれる。） 
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